
１．全職員に係る情報

職員区分 男女の給与の差異
（男性の給与に対する女性の給与の割合）

任期の定めのない常勤職員 90.1％

任期の定めのない常勤職員以外の職員 90.8％

全職員 63.3％

２．「任期の定めのない常勤職員」に係る役職段階別及び勤続年数別の情報

　（1）役職段階別

役職段階 男女の給与の差異
（男性の給与に対する女性の給与の割合）

本庁部局長・次長相当職 0.0％

本庁課長相当職 96.8％

本庁課長補佐相当職 97.9％

本庁係長相当職 96.9％

　（2）勤続年数別

勤続年数 男女の給与の差異
（男性の給与に対する女性の給与の割合）

３６年以上 91.4％

３１～３５年 92.4％

２６～３０年 94.1％

２１～２５年 84.0％

１６～２０年 84.2％

１１～１５年 82.2％

６～１０年 84.7％

１～５年 89.5％

【説明欄】

※　勤続年数は、採用年度を勤続年数１年目とし、情報公表の対象となる年度までの年度単位で算出している。

≪職業生活に関する機会の提供に関する事項≫

（１）職員の男女の給与の額の差異（令和７年度）

※　地方公共団体における「任期の定めのない常勤職員」の給料については、各地方公共団体の条例で
 　定める給料表に基づき決定されており、同一の級・号給であれば、同一の額となっている。

①扶養手当や住居手当について、世帯主や住居の契約者となっている男性に支給している場合が多く、扶養手当の
受給者に占める男性の割合は91.1％、住居手当の受給者に占める男性の割合は83.3％である。
②男性の方が時間外勤務時間が長く、一人当たりの時間外勤務手当の平均支給額における男性に対する女性の割
合は92.2％となっている。
③本市の会計年度任用職員はパートタイムのみであり、週あたりの勤務時間が20時間未満の職員もいることから、相
対的に給与水準が低い状況となっている。その会計年度任用職員のうち、70.9％が女性がであることから、全職員で
比較すると男女の給与の差異が大きくなっている。



（２）管理的地位にある職員に占める女性職員の割合（令和８年４月１日現在）

（３）各役職段階にある職員に占める女性職員の割合（令和８年４月１日現在）

【説明欄】

（４）採用した職員に占める女性職員の割合（令和７年４月２日～令和８年４月１日採用）

（５）採用試験の受験者の総数に占める女性の割合（令和７年度）

（６）職員に占める女性職員の割合（令和８年４月１日現在）

合計 ２１６人 １２２人 ３３８人 ３６.１％ 

消防職 ６３人 ３人 ６６人 ４.５％ 

保育士・幼稚園教諭 ０人 １８人 １８人 １００.０％ 

管理栄養士 ０人 ２人 ２人 １００.０％ 

保健師 ０人 １５人 １５人 １００.０％ 

一般事務職 １５３人 ８４人 ２３７人 ３５.４％ 

男性 女性 合計 女性の割合

合　計 ８４人 ２１人 １０５人 ２０.０％ 

一般任期付職員 １人 ０人 １人 ０.０％ 

消防職 ３３人 ０人 ３３人 ０.０％ 

一般事務職 ５０人 ２１人 ７１人 ２９.６％ 

女性 合計 女性の割合

１人 ０人 ０.０％ 

４５人 

女性の割合

一般事務職 １１人 ５人 ４５.５％ 

消防職 ７人 ０人 ０.０％ 

職種 採用者数 うち女性採用者数

区分 令和８年度

管理的地位にある職員 １０.２％ 

令和８年度

６２.３％ 

区分

一般任期付職員

職種 男性

本庁部局長・次長相当職 ０.０％ 

　現在の課長相当職の割合は１２．２％であるが、直近の係長級における女性割合は６２．３％と増加傾向にあ
る。今後もキャリア支援研修を継続的に実施し、積極的な登用を推進する。

本庁課長相当職 １２.２％ 

本庁課長補佐相当職 ２６.４％ 

本庁係長相当職

合計 １９人 ５人 



（１）離職率の男女の差異（令和７年度）　※定年退職者を除く

（２）男女別の育児休業取得率及び取得期間の分布状況（令和７年度）

１．男女別の育児休業取得率

２．男女別の育児休業の取得期間の分布状況

１２月超２４月以下 ０.０％ １６.７％ 

２４月超 ０.０％ ５０.０％ 

６月超９月以下 ０.０％ １６.７％ 

９月超１２月以下 ０.０％ １６.７％ 

１月超３月以下 ２５.０％ ０.０％ 

３月超６月以下 ０.０％ ０.０％ 

１週間以上２週間未満 ２５.０％ ０.０％ 

２週間以上１月以下 ５０.０％ ０.０％ 

区分 男性 女性

１週間未満 ０.０％ ０.０％ 

区分 令和7年度

男性 ７５.０％ 

女性 １００.０％ 

５５～５９歳 ０.５％ ０.０％ 

６０歳以上 ０.５％ ０.０％ 

４５～４９歳 ０.５％ ０.０％ 

５０～５４歳 ０.５％ ０.８％ 

３５～３９歳 ０.５％ ０.０％ 

４０～４４歳 ０.０％ ０.８％ 

２５～２９歳 １.４％ ０.０％ 

３０～３４歳 ０.５％ ０.８％ 

≪職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する事項≫

年齢 男性職員 女性職員

２４歳以下 ０.０％ ０.０％ 



（３）男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率（令和７年度）

【説明欄】

（４）職員の勤務時間の状況（令和７年度）

【説明欄】

（５）職員の年次有給休暇取得日数の状況（令和７年）

【説明欄】

　積極的な取得啓発により、令和7年度では全ての常勤職員が日単位での年5日の年次有給休暇の取得を達成
できた。今後も引き続き、職員の年次有給休暇取得の促進に取り組んでいく。

育児参加休暇 ２人 ５０.０％ 

　男性の育児休業取得率については、対象年度末に出生した場合、年度内に育児休業を取得することが困難と
なるケースが見受けられた。また、配偶者出産休暇や育児参加休暇に関しては、交代勤務の職員や取得する時
期（年末年始等）が影響し、取得が進まないケースがあった。
　本市では、令和5年から男性職員の育児休業取得を「あたりまえ」とする職場環境の実現を目指し、取得率
100%を目標に掲げ、所属長と対象男性職員が面談を行い、出産前に育児休業や特別休暇の取得時期をあらか
じめ決める「育児参加プラン」を作成する取組みを行っている。今後もこの取組みを継続し、男性職員が育児休
業を安心して取得できる職場環境の整備を進めていく。

区分 令和7年度

超過勤務時間（常勤職員１人当たり） ２０.０時間 

　令和7年度においては、4月に市長・市議会議員選挙、7月に参議院議員通常選挙、2月に衆議院議員総選挙
が実施されたことに加え、国の施策であるマイナンバーカードの更新手続きや物価高騰対策等の業務が重な
り、前年度より増加した。
　本市では、所属長の超過勤務に対するマネジメントを徹底する取組みとして、所属員の超過勤務と退勤時間を
毎日管理し報告する仕組みや、超過勤務の縮減に関する事項を人事評価において評価する仕組みを導入して
いる。今後も引き続き事務の効率化を進め、適正な人員配置による業務量の平準化を推進し、超過勤務縮減に
向けた取組みを強化する。

年次有給休暇取得日数（常勤職員１人当たり） １１.１日 

区分 取得者数 取得率

配偶者出産休暇 ２人 ５０.０％ 


